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４． 地域別の課題 
健康・介護・医療の分野が連携して健康のまちづくりを推進するにあたり、住民の意見を各分野

の計画に反映させるため、「健康のまちづくりを考える地区座談会」を開催しました。 

地域別の課題は、地区座談会で出された住民の声と、地区別の健康に関するデータから整理しま

した。  

 

(1)地区座談会における主な住民の意見 

 

地区座談会では、加賀市の健康・介護・医療の現状を聞いての感想や、これから心配なこと、気

になることについて話し合い、そこで得られた住民の意見を、加賀市版地域包括ケアシステムの目

指すべき姿の 5 本柱（P52 図 57）に分けて整理しました。予防の分野では、「知識はあるが、継続

して実践できない」、「具体的に何をしたらいいかわからない」、「人とつながる健康づくりと環

境を作ることが大切」などの意見があり、これらを踏まえた対策の検討が課題となります(表 20)。 

また、今後地域の特色を活かし、自分や地域が取り組めることについても意見を出し合いました

(P50 表 21)。 

地区から出された意見については、今後それぞれの地区の特色を活かし、自分や地域が取組める

こととして、健康課及び地域包括支援センターの地区担当職員が各地区のまちづくり推進協議会等

に報告を行い、まちづくり活動の中で反映できないかについても検討しながら、進めていきます。 

 

 

表 20 住民の意見（市全体） 
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表 21 今後地域の特色を活かし自分や地域が取組めること、取組んでいること（市全体） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)地区別データ 

①平成 28 年度市国保特定健診データ 

市内 21 地区（Ａ～Ｕ）のデータをみると、地区ごとに健診受診率・運動習慣者の状況など健康

の実態に差があることがわかります(図 49～52)。地域差の背景には、産業構造、年齢構成等の地域

特性が影響していると考えられます。そのため地域特性に応じた健康づくりの展開が重要となりま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
資料：特定健診データ（平成 27 年度 40～74 歳国保被保険者で健診受診率 44.1％） 

図 49 加賀市国保特定健診受診率 図 50 メタボリックシンドローム該当者の割合 

図 51 1 回 30 分以上の軽く汗をかく運動を週 2回以上、   
1 年以上実施している者の割合 

図 52 就寝 2 時間以内に夕食をとることが週 3 回以上
ある者の割合 
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②介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 

 高齢者ニーズ調査からも「地域差」が見えています(図 53～55)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

個人の健康は家庭、地域、職場等の社会環境の影響を受けることから、社会全体として個人の健

康を支え、守る環境づくりに努めることが大切であり、「地域包括ケアシステム（P52 図 56、57）」

の考え方が重要になります。また、国民健康保険制度改革の中で、医療費の適正化と健康づくりに

取組む自治体等へのインセンティブ制度として、新たに保険者努力支援制度が創設され、「地域包

括ケアの推進の取組状況」が評価指標となりました。健康づくりを推進するには、世代間、地域の

つながりにより、健康づくりに関心が低い者等も含めて、社会全体が相互に支えあいながら「住民

の健康を守る基盤整備」と「地域の特性や既存の健康づくり活動」を活かした対策を進めていきま

す。 

 

 

 

 

（出典：長寿課介護予防・日常生活圏域ニーズ調査  要支援・要介護認定のない 70 歳以上の人を対象 4,454 名/11,997 名（回収率 37.2％）） 

図 53 足腰など筋肉が低下している者の割合 図 54 転倒リスクの可能性が高い者の割合 

図 55 閉じこもりぎみの方の割合 
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地域包括ケアシステムとは 

 団塊の世代が 75 歳以上となる 2025 年を目途に、重度な要介護状態となっても住み慣れた地域で自分

らしい暮らしを人生の最期まで続けることができるよう、予防・医療・介護・住まい・生活支援が一体

的に提供される地域包括ケアシステム構築の実現が求められています。 

 高齢化の状況をみると、人口が横ばいで 75 歳以上人口が急増する大都市部や 75 歳以上人口の増加は

緩やかだが人口は減少する町村部等、大きな地域差があります。 

 そのような中で、地域包括ケアシステムは、市町村や都道府県が、地域と協働し、地域特性に応じて

作り上げていくことが必要となります。 

 

図 56 地域包括ケアシステム 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                               資料：地域包括ケア研究会 

 

図 57 加賀市版地域包括ケアシステム 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


